PRTR法指定化学物質に係る自主管理マニュアル（素案）

～～　電気メッキ業編　～～
　本マニュアルは，事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し，環境の保全上の支障を未然に防止するため，「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（平成11年法律第86号。以下「法」という。）に定める第一種指定化学物質等及び第二種指定化学物質等の管理に係る措置を定めるものである。
　なお，本マニュアルにおいては，法の定義に従うほか，第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質を「指定化学物質」というものとする。

第一　指定化学物質等の製造，使用その他の取扱いに係る設備の改善その他の指定化学物質等の管理の方法に関する事項
　一　化学物質の管理の体系化
(1) 化学物質管理の方針
メッキは非常に多くのものに使われており，社会生活と切っても切れない技術となっている。また，メッキは製造工程の中で様々な化学物質を使用している。そのため，メッキ業においては，環境保全も社会生活上非常に重要であるとの基本的認識のもと，地域社会に貢献し，地域社会と共存する視点から，メッキ工程で化学物質の環境への無用な排出を極力削減するよう努める。

　化学物質による環境負荷をできるだけ削減するため，関係法令の遵守はもとより法第3条に基づく化学物質管理指針に留意するほか，可能な新規技術を積極的に導入するとともに，社員教育の充実に努める。また，当社で使用する製品は，MSDSを取り寄せ確認の上，できるだけ第一種指定化学物質を含有しない又は含有率の低い製品の使用に努める。

(2) 管理目標の設定

化学物質管理推進室は，工場内で使用する化学物質の使用量及び削減目標を定量化して中期目標を設定する。そして，この中期目標を基にして，単年度の目標を設定する。このサイクルで継続的な改善を行う。

薬品の取扱い及び作業に当たっては，極力漏出させないような薬品の取扱上の注意等を徹底する。

また，廃棄物は，専門業者に委託して適切に処理する。

排水は，協同で処理し，できる限り負荷の少ない排水を流出する。

(3) 管理計画の策定
前項の目標を達成するため，具体の管理計画を，取締役会の承認のもと別途定める。

(4) 管理計画の実施
　　　ア　組織体制の整備
　管理計画を着実に推進するため，本社に化学物質管理推進室を設置する。化学物質管理推進室長は，専務取締役を充てることとし，化学物質管理計画の実施について代表責任を有し，当該計画の実施について一切の権限を有する。

　各課に化学物質管理推進員を置き，各課における管理計画の実施について一切の責任を有する。（体系図は，別図のとおり）

　　　イ　作業要領の策定
　管理計画を実施するために必要な，指定化学物質等の管理に係る具体的な措置の内容を定めた作業要領を策定する。

　　　ウ　教育，訓練の実施
　化学物質の管理の改善を促進し，環境の保全上の支障を未然に防止することの重要性を踏まえ，化学物質管理の方針（以下「方針」という。），管理計画及び作業要領を周知徹底する。

　また，方針，管理計画及び作業要領の確実かつ円滑な達成又は実施を確保するため，指定化学物質等を取り扱う者，指定化学物質を排出する工程に従事する者及び管理部門の従事者等全ての関係者に対して，その内容に係る教育，訓練を継続的に実施する。

　化学物質の漏出，火災，爆発等から環境を保全するため，防災訓練計画を策定し，必要な訓練を実施する。

(5) 管理の状況の評価及び方針等の見直し
　化学物質管理推進室長は，方針，管理計画及び作業要領に照らして指定化学物質等の管理の状況についての評価を実施するための手順及び体制を確立する。

　また，当該評価を適切に実施し，その結果を方針，管理計画及び作業要領並びに実施体制に反映させることにより，これらの継続的な見直しの実施に努める。

　二　情報の収集，整理等
(1) 指定化学物質等の取扱量等の把握
　化学物質管理推進員は，各事業所における指定化学物質の取扱量，排出量及び移動量を把握し，毎月1回10日までに次の事項を化学物質管理推進室に報告する。

　　①前月の取扱量，排出量及び移動量

　　②指定化学物質等を取り扱う施設及び設備の設置の状況

　　③指定化学物質等を取り扱う施設及び設備の運転等の状況

　化学物質管理推進室長は，指定化学物質等の管理の改善に資するため，各事業所から報告のあった指定化学物質等の取扱量等（製造量，使用量，貯蔵・保管量等）並びに指定化学物質等を取り扱う施設及び設備の設置，運転等の状況を整理する。

(2) 指定化学物質等及び管理技術等に関する情報の収集
　次の事項に関する情報の収集に努めるとともに，それら情報を利用することにより，必要な管理対策を実施する。

　　①元売り会社から提供される情報

　　②利用可能な文献

　　③自ら取り扱う指定化学物質等の性状

　　④自ら取り扱う指定化学物質等の取扱い及び管理の改善のための技術及び手法

  三　管理対策の実施
　当社で取り扱う指定化学物質について，上記二により把握又は収集した次の情報を勘案しつつ管理対策を実施する。

　　　①有害性

　　　②物理的化学的性状

　　　③排出量

　　　④排出水及び排出ガス中の濃度等

(1) 設備点検等の実施
　化学物質管理推進員は，指定化学物質等を取り扱う施設及び設備について，次の事項等について定期的に点検し，その結果異常が認められた場合には，速やかに補修その他の必要な措置を講ずる。

1 損傷

2 腐食

3 指定化学物質の漏えいの有無等

(2) 指定化学物質を含有する廃棄物の管理
　化学物質管理推進員は，指定化学物質を含有する廃棄物の発生抑制等に努めるとともに，廃棄物が運搬されるまでの間は，事業所内において適正に保管する。

　また、当該廃棄物の処理を委託する場合にあっては、必要な情報を委託業者に提供する

(3) 設備の改善等による排出抑制措置の実施
　化学物質管理推進室長は，指定化学物質の大気，水及び土壌への排出の抑制を図るため，指定化学物質等を取り扱う施設及び設備について，下記事項に留意しつつ，漏えい，揮発，浸透等に対する措置を管理計画に規定するよう努める。

　　　ア　水及び土壌への浸透等の防止構造
　指定化学物質等の取扱いに係る施設の床面は，指定化学物質の水及び土壌への浸透を防止することができるよう，適切な不浸透性の材質とする。

　施設の周囲に防液堤，側溝を設置すること等により，指定化学物質の水及び土壌への流出を防止するための適切な措置を講ずる。

　　　イ　排水処理設備の設置
　排水等に含まれて排出される化学物質の量をできるだけ効率的に削減するため，協同排水処理設備を設置する。

　　　ウ　リサイクルの実施

　メッキ水洗水からできるだけ多く原料を回収するため，リサイクル施設を設置する。

　　　エ　使用薬品の変更

　排出される化学物質をできるだけ環境負荷物質を含まない薬品に変更していくための技術開発を行う。
(4) 主たる工程に応じた取扱上の対策の実施  

　化学物質管理推進室長は，主たる工程ごとに，事業所における取扱い工程を見直し，指定化学物質の排出の抑制に必要な対策を管理計画に規定するよう努める。
第三　住民の理解の増進に関する事項
(1) 体制の整備
　化学物質管理推進室長は，指定化学物質等の管理活動に対する住民の理解を深めることを目的に，必要な情報を適切に提供する等住民等との渉外業務に当らせるため，本社に渉外係を設置する。

(2) 情報の提供等
　化学物質管理推進室長は，第一種指定化学物質の排出状況を含め，事業活動の内容，指定化学物質等の事業所内における管理の状況等に関し，報告書の作成及び配布，説明会の実施等による事業所周辺の住民等への情報の提供等に努めることにより，住民の理解の増進を図る。
(3) 住民の理解の増進のための人材の育成
　化学物質管理推進室長は，指定化学物質等を取り扱う従業員に対して，次の視点から年2回研修会を開催する等教育及び訓練を実施する。

1 指定化学物質等の管理の状況等に関する住民の理解を深めることの必要性

2 住民への情報の提供，住民の意識の理解等を円滑に行うための手法

3 その他化学物質の管理の改善の促進に必要な技能

第四　指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報の活用に関する事項
(1) 体制の整備等
　化学物質管理推進室長は，法第十四条に基づき提供される指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報（MSDS）の効率的な活用を図るため，化学物質管理推進室にデータベースを整備する等適切な情報提供手段を講ずる。

　なお，このデータベースの使用方法等については，当該指定化学物質等を取り扱う全ての関係者に対し周知徹底を図る。
(2) 情報の活用
　化学物質管理推進室長は，事業所からの指定化学物質の排出状況の把握その他第一から第三までに規定する事項の適切な実施を図るため，指定化学物質等の性状及び取扱いに関する情報を十分に活用する。

第五　事故対策

(1) 未然防止対策

①　業務及び排水処理活動に関して，従業員教育を実施する。

②　工場内の設備及び排水処理施設のメンテナンス方法を含めた操作基準を明示し，それから外れた異常時の措置を示しておく。

③　設備を常に最良の状態に維持していくために，日常点検，月例点検及び定期点検を行う。万一異常が発見された場合は，速やかに適切な処理を行う。

(2) 地震等の自然災害及び事故に対する緊急対策

震度4以上の地震が発生した場合，速やかに設備の点検を行うとともに，次の優先順位で適切な措置を行う。

1 事故の拡大防止

2 住民への危害防止

3 環境影響の削減

　なお，具体的な対応手順を定めた事故対策マニュアルを別途定める。

(3) 事故に対する恒久対策

　万一事故が発生し緊急対策が完了した後は，事故の原因や緊急対策への対応状況を整理・評価し，必要な恒久対策を講じる。

　恒久対策は，原則として可及的速やかに実施することとし，実施までに長期間を要するものは管理計画に措置計画等を規定する。

　また，取扱上の恒久対策は速やかに講じるとともに，管理計画等に反映することとする。

　(4)　緊急事態を想定した訓練

　　　事故時に適切に対応するため，年1回9月に緊急事態を想定した訓練を実施する。

別図

環境組織図









㈱△△△△△　化学物質の適正管理に関する管理計画（モデル案）

平成14年5月1日決定

　PRTR法指定化学物質に係る自主管理マニュアル（平成14年5月1日決定，以下「マニュアル」という。）第一の一（3）の規定に基づき，管理目標を達成する時期及び具体的方策を以下のとおり定める。なお，本実施計画における用語はマニュアルの定義に従う。

1. 管理目標

目標1　法の対象製品であるメッキ工程に伴い排出する次の指定化学物質の排出量について，次のとおり削減する。

排出先
指定化学物質名＼排出量
平成13年度 (a)
平成18年度 (b)
削減率(1‐b/a)

水質
６価クロム
kg
kg
%


クロム及び３価クロム
kg
kg
%


ニッケル
kg
kg
%


亜鉛
kg
kg
%


鉛
kg
kg
%


無機シアン
kg
kg
%

大気
トリクロロエチレン
kg
kg
%



kg
kg
%

目標2　薬品の取扱及び作業に当っては，極力漏出させないよう薬品の取扱上の注意等を徹底する。

　目標3　廃棄物は，適切に専門業者に委託して処理する。

2. 実施方策

目標1に対する実施計画

実施方策
平成14年度 
平成15～17年度
平成18年度

水洗までの作業の見直し，実施




リサイクルの検討，実施




排水処理の検討，実施




　　　　：




目標2に対する実施計画

実施方策
平成14年度 
平成15～17年度
平成18年度

従業員教育の実施




　　　　：




目標3に対する実施計画

実施方策
平成14年度 
平成15～17年度
平成18年度

廃棄物の適切な処理委託




　　　　：




3. 随時の見直し

本管理計画は，目標達成の進捗状況，対策技術の開発状況等を勘案し，随時適切に見直しを行う。

㈱△△△△△　化学物質の適正管理に関する作業要領（モデル案）

平成14年5月1日決定

　PRTR法指定化学物質に係る自主管理マニュアル（平成14年5月1日決定，以下「マニュアル」という。）第一の一（4）イの規定に基づき，化学物質の適正管理に関する管理計画（平成14年5月1日決定，以下「管理計画」という。）を実施するために必要な指定化学物質等の管理に係る具体的な措置を以下のとおり定める。

1. くみ出しメッキ液の削減

くみ出しメッキ液の削減のための方法を検討し，整備を行う。

区分
平成14年度 
平成15～17年度
平成18年度

技術調査




整備計画




整備




2. 脱脂溶剤の切り替え

トリクロロエチレン等の塩素系溶剤を他の溶剤に切り替える。

区分
平成14年度 
平成15～17年度
平成18年度

技術調査




整備計画




整備




3. リサイクルの実施

水洗液からの亜鉛等の回収をより効率的に行う。

区分
平成14年度 
平成15～17年度
平成18年度

技術調査




整備計画




施設の整備




4. 排水処理

排水処理方法及び協同処理を検討し，整備を行う。

区分
平成14年度 
平成15～17年度
平成18年度

技術調査




他社との調整




整備計画




整備




5. 従業員教育の実施
実施方策
各年度 

各課長への教育


各課内で課長から従業員教育


6. 廃棄物の適切な処理委託

化学物質管理推進室長は，廃棄物の処理が必要な旨担当者から報告があった場合は，本社が廃棄物処理業者に速やかに処理を依頼する。

処理依頼に当たっては，廃棄物処理業者にマニフェストの提出を指示する。

　処理を依頼する汚泥について，廃棄物処理業者に特に連絡が必要な事項がある場合は，書面で伝達する。

㈱△△△△△　化学物質事故対策マニュアル（モデル案）

平成14年5月1日決定

　化学物質に係る事故については，消防法第14条の2の規定に基づく予防規程のほか，PRTR法指定化学物質に係る自主管理マニュアル（平成14年5月1日決定，以下「マニュアル」という。）第五（2）の規定に基づき，事故時の具体的な対応手順を以下のとおり定める。

1. 緊急連絡体制の整備

　化学物質に係る事故が発生した場合，事業所長は，事故の態様，周辺の状況，影響のおそれの程度等をもとに判断した上で，適切な連絡・通報を行う。












2. 緊急対策の指示

　化学物質に係る事故が発生した場合，化学物質管理推進室長は従業員に対し，事故の拡大防止，住民への危害防止及び環境影響の削減等の観点から必要かつ適切な指示を行う。
　化学物質管理推進室長は，万一事故が発生した場合の対応を円滑に実施するため,幾つかの事故シナリオを想定し，定期的に連絡・指示系統の確認に努める。
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㈱△△△△△


平成14年5月1日決定
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